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公立学校教職員に君が代斉唱の際に起立・斉唱を強制する大阪府条例案提出に関する会長

声明橋下徹大阪府知事が代表を務める「大阪維新の会」府議団は、本年５月２５日、大阪

府議会議長に対し、政令市を含む府内公立学校の入学式や卒業式などで君が代を斉唱する

際、教職員に起立・斉唱を義務づける条例案を提出した。さらに、橋下府知事は、「国旗・

国歌を否定するなら公務員を辞めればいい」と述べ、政令指定都市の教職員も含めて、起

立・斉唱しない教職員について免職処分の基準を定める条例案を９月の府議会で審議する

意向を示している。 

 

地方自治体の首長が当該自治体の教職員に対し、免職を含む処分の制裁を公言して君が代

斉唱時の起立・斉唱を求め、これを条例によって強制することはかつてない事態であり、

思想・良心の自由等の基本的人権の保障に加え、教育の内容及び方法に対する公権力の介

入は抑制的であるべきという憲法上の要請に違反するものとして、看過できない。 

 

個人の内心の精神的活動は、外部に表出される行為と密接に関係しているものであり、自

己の思想・良心に従って君が代斉唱時に起立を拒否する外部的行為は、当然、思想・良心

の自由の保障対象となる。そして、君が代については、大日本帝国憲法下において天皇主

権の象徴として用いられた歴史的経緯に照らし、現在においても君が代斉唱の際に起立す

ること自体が自らの思想・良心の自由に抵触し、抵抗があると考える国民が少なからず存

在しており、こうした考え方も憲法１９条の思想・良心に含まれるものとして憲法上の保

護を受けるものと解されるから、国や地方自治体が、教職員に対し君が代を斉唱する際に

起立・斉唱を強制することは、憲法の思想・良心の自由を侵害するものと言わざるを得な

い。なお、地方公務員である教職員は、「全体の奉仕者」ではあるが、そのことが、公務員

の職務の性質と無関係に、一律全面的に公務員の憲法上の権利を制限する根拠となるもの

ではないことは言うまでもない。 

 

また、国旗・国歌法制定時には、上記の過去の歴史に配慮して、国旗・国歌の義務づけや

尊重規定を設けることは適当でない旨の政府答弁が国会でなされ、同法に国旗・国家の尊

重を義務づける規定が盛り込まれなかった経緯がある。こうした立法経緯に照らせば、君

が代斉唱時に起立を義務づける条例は、条例制定権を「法律の範囲内」とした憲法９４条

に反するものである。 

 

さらに、教師と子どもとの間の直接の人格的接触を通じてその個性に応じて行わなければ

ならないという教育の本質的要請に照らし（１９７６年５月２１日旭川学力テスト事件最

高裁大法廷判決）、子どもの学習権充足の見地からは、教育の具体的内容及び方法に関して、

子どもの個性や成長・発達段階に応じた教師の創意や工夫が認められなければならない。



したがって、子どもの学習権に対応するため、教員には、公権力によって特定の意見のみ

を教授することを強制されないという意味において教育の自由が保障されている。この趣

旨は、教育行政の独立を明確に定めた教育基本法１６条１項にも現れている。 

 

ゆえに教員の思想・良心の自由及び教育の自由に対する強制は特に許されず、教育の内容

及び方法に対する公権力の介入も抑制的でなければならない（当連合会２００７年２月１

６日付け「公立の学校現場における『日の丸』・『君が代』の強制問題に関する意見書」、２

０１０年３月１８日付け「新しい学習指導要領の問題点に対する意見書」、２０１１年２月

９日付け「『国旗・国歌』を強制する都教委通達を合憲とした東京高裁判決に対する会長声

明」）。 

 

当連合会は、上記観点に立って、大阪府議会に対し、提出された条例案が可決されること

のないように求めるとともに、大阪府議会及び府知事に対して、府内公立学校の教育現場

に介入して、教職員に対し君が代斉唱の際の起立・斉唱を含め国旗・国歌を強制すること

のないよう強く要請する。 
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